２０１８年１１月１５日
岐阜県知事
古　田　　　肇　様
岐阜県労働者福祉協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　髙　田　勝　之
要　　請　　書

平素は岐阜県労働者福祉協議会の諸活動にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
当協議会は、県本部と県下６支部により組織し、会員をはじめ多くの働く仲間や労働福祉事業団体（東海労働金庫・全労済岐阜推進本部・岐阜県勤労福祉センター）と連携して、勤労者福祉の向上と地域・社会に貢献することを目的とした活動を進めております。

つきましては、以下の内容について要請いたしますので、特段の御配慮をいただきますようお願い申し上げます。

要　請　内　容
１．格差・貧困社会の是正、セーフティネットの拡充について
（１）本年１０月からの生活保護基準の見直しに伴い他制度に生じる影響については、国においても「できる限り、その影響が及ばないよう対応する」としており、地方の単独事業においても、その趣旨を理解した上で各自治体に判断してもらうこととしている。
このことを踏まえ、地方の単独事業（準要保護者に対する就学援助等）について従前と同水準の支援を堅持するなどの措置や、引き下げに伴う住民生活への影響を最小限度にとどめるよう働きかけをお願いする。
併せて支援を必要としている人たちが、相談しやすい環境と体制の整備をお願いする。

（２）生活困窮者自立支援法の改正に定められた基本理念に基づき、社会的孤立や経済的困窮などの複合的な課題を抱えて支援を必要とする人たちに対し、生活困窮者自立支援制度が着実にその役割と機能を果たすよう取り組みを進めるとともに、改正の趣旨および目的について関係者や県民への周知・啓発をお願いする。
　　　また、改正法により県による市等への支援事業が創設され努力義務化されたことを受けて、県としてのイニシアティブを発揮し、市等の職員に対する研修、事業実施体制の支援、市域を超えたネットワークづくりなどの支援をお願いする。

（３）子どもの貧困対策推進法により努力義務とした県の子どもの貧困対策計画「第３次岐阜県少子化対策基本計画」について、数値目標を含む具体的な貧困の削減目標を定め、さらなる推進をお願いする。
　　　また、子どもたちに食事や居場所を提供する子ども食堂の取り組みが県内でも広がりつつあることから、県内の子ども食堂の実態把握、衛生面・安全面も含めた運営支援、補助事業の拡充はもとより、県民に対する普及啓発や食材提供も含めた県内の企業・団体への働きかけをお願いする。
２．奨学金制度の拡充について
（１）改正日本学生支援機構法が成立し、大学生等を対象とした給付型奨学金制度が創設され、昨年度は先行実施、本年度より本格実施されているが、対象者は極めて限定的で、現在も多くの人が貸与型奨学金に頼らざるを得ない状況にある。
さらに、いま政府内で高等教育の無償化が検討されているところであるが、現行の日本学生支援機構の奨学金制度の改善、ならびに国による給付型奨学金のさらなる拡充について、県からも引き続き働きかけをお願いする。
３．防災・減災の取り組みについて
（１）東海地震、東南海地震などの３０年以内の地震発生確率が、東海地震８８％、東南海地震７０％といわれるなど、いつ大地震が発生してもおかしくない状況にある。将来起こりうる大規模地震に備え、災害の拠点となる県および市町村の庁舎や公共施設などの耐震化、さらには不特定多数の人が利用する施設（宿泊施設・ショッピングセンター等）の耐震化の取り組みが行われているが、加えて通行者の安全確保はもとより、災害時の緊急物資輸送の観点からも、地方自治体が管理する道路・橋梁・トンネルなどの定期点検により、改修などが必要な箇所については早急な整備をお願いする。
（２）自然災害において、県民みずからが生命や生活を守るためには、一人ひとりが日頃から防災・減災に取り組むことが重要である。地震に備えての家具の固定や様々な災害に備えた食料・物資の備蓄などの災害に対する日頃からの備えについて、引き続き県民に対する啓発活動をお願いする。
　　　また、自然災害を補償する保険・共済の加入割合は、火災補償と比較して低い状況であることから、内閣府が災害後の早期生活再建を目的としてすすめている水害や地震から住宅等を守るための保険・共済の加入について、県においても積極的な啓発活動をお願いする。
４．消費者・県民の安全・安心の取り組みについて
（１）２００９年に消費者庁が発足して以降、地方消費者行政推進交付金等により地方への財政支援が行われてきたが、２０１８年度からは強化交付金として、国として進める重要な消費者政策に取り組む地方自治体を支援する強化事業と２０１７年度までの事業継続を支援する推進事業（旧推進交付金）となった。今後も地方における相談員研修、消費者教育、高齢者の見守りなどの事業に対応するためには継続的な財政支援が必要なことから、国に対しての働きかけをお願いする。
併せて地方の自主財源を確保し、地方消費者行政予算を確保するために、県はもとより市町村に対する働きかけもお願いする。
（２）高齢者の消費者被害が深刻化しており、今後も高齢化が進行することを踏まえると、高齢者本人からの相談を待つのではなく、高齢者を地域で見守る体制が有効である。
２０１４年６月施行の改正消費者安全法により、地方公共団体が「消費者安全確保地域協議会」（見守りネットワーク）を組織することができることとなった。
この間地方公共団体において設置に向けた取り組みが進められているところであるが、消費者庁が策定した「地方消費者行政強化作戦」において目標として掲げられたのは人口５万人以上の全市町での設置であることから、県内の５万人以上の市を中心に働きかけをお願いする。
（３）県弁護士会や県司法書士会との共催による多重債務相談において、相談及び問題解決に向けた取り組みが行われているが、その中から多重債務の実態把握、検証、分析を行い、多重債務者対策の円滑かつ効果的な推進をはかるために、内閣に設置された国の「多重債務者対策本部」との有機的な連携をお願いする。
また、改正貸金業法の定める総量規制の対象外である銀行カードローンにより、返済能力を上回る貸付が行われるなどの過剰融資による多重債務が増加していることから、引き続き県民の多重債務防止に向けた積極的な啓発活動をお願いする。
（４）自転車による事故の多発化と高額な賠償金が発生するケースが増加している。
このため「被害者の保護」と「加害者の経済的な負担軽減」をはかるための自転車賠償保険・共済の義務（努力義務）化の条例を施行する動きが全国に広がっている。
現在、１６都道府県において自転車賠償保険・共済の義務（努力義務）化の条例が施行され、名古屋市などいくつかの市においても条例が施行されている。さらに、今後の条例施行に向けて検討している自治体もある。
県においても、自転車賠償保険・共済の加入促進の義務（努力義務）化や自転車のルールとマナーの遵守も含めた条例の施行をお願いする。
以上
